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コンテンツ配信 

 コンテンツ・ディストリビュータのもうひとつの機能は、ＩＰネットワークでデジタル・

コンテンツを配信するコンテンツ配信であり、特にデータ量の大きい動画コンテンツを配

信する場合に重要な機能になる。図表 11に示したように、この事業もサービス提供者とツ

ール提供者に分けることができる。このうち、サービス提供者は、権利処理済みのコンテ

ンツを集め、コンテンツのマーケティングなどを行なう。コンテンツ・ポータルやコンテ

ンツ・アグリゲータと呼ばれるこの事業は、わが国では、親会社のテレビ局が所有してい

るコンテンツを配信するトレソーラや、NTT ブロードバンドイニシアティブといった企業

がすでに事業を行なっている。一方、サービス提供者にコンテンツ配信の技術やサービス

を提供する企業としては、米国の akamaiや Inktomi、わが国の CDN JAPAN、Jストリーム

などが代表的である。 

図表 13 DRMSを開発している主な企業 

会社名・製品名 特徴 
Adobe（米） 
• Adobe Content Server 
• Acrobat 

文書管理が中心。利用者側のソフトウェア（Acrobat Reader）が広く普
及していることが強み。 

Content Guard（米） 
• XrML SDK Release 2.0 

ゼロックスの子会社にマイクロソフトが出資。核となる技術（XrML）
はゼロックスの PARCが開発。 

Digimarc（米） 
• ImageBridge 
• MarcSpider 他 

電子透かし技術の特許を持つ。静止画が中心。 
MarcSpiderは、追跡機能を持つソフトウェア。 

Digital World Services（米） 
• ADo²RA System 
 

Microsoftや Adobeの技術を取り込んだ総合的なデジタルコンテンツ
管理に関するソリューションを提供。ベルテルスマンの子会社で
Napsterのパートナー。 

IBM（米） 
• Electronic Media 

Management System  

セキュアなコンテンツ開発キット、ストレージ、配信のための webツ
ール、著作権管理のクリアリングシステム、クライアント・ソフトウ
ェア開発キットなど、DRMに必要な機能を総合的に提供。 

iCopyright（米） 
• Instant Clearance Service 

出版社のコンテンツを集中処理。アナログ時代のクリアランスセンタ
ー機能を持つ。 

INTERTRUST（米） 
• Rights|System 

著作権処理技術の最大手。DRMに関して 24の米国特許を所有してお
り、SONYや Universal Music、AOLなどにもライセンス提供している。

liquid audio（米） 
• Liquid Audio DRM 

Solution 

音楽専用で、コンテンツ提供者が消費者にネットで音楽を配信する際
の DRMに関する総合的ソリューションを提供。 

Microsoft（米） 
• Digital Asset Server 
• Windows Media Player 
• Microsoft Reader 

Windows Media Playerなど、Windows関連で利用者用ソフトウェアが
広く普及しており、それに加えてコンテンツ管理用のサーバー・ソフ
トウェアを提供することで、この分野でもシェア獲得を狙う。 

エム研（日） 
• acuaporta 
• clavispac 

acuaporta は電子透かし技術で、国内電子透かしサービスでシェア１
位。clavispacは暗号化によるデジタルコンテンツ配信システム。 

Real Networks（米） 
• Media Commerce Suite 
• XMCL  

動画に関しては、制作－配信－管理－取引－再生とすべてのプロセス
をサポートするツールを提供しており、特に再生用ソフトウェアは広
く普及しているため、マイクロソフトの強力な対抗馬となっている。

Reciprocal（米） 
• Digital Clearing Services 

INTERTRUSTと並ぶ大手企業で、マイクロソフトなどとも提携してい
たが、2001年 11月業務終了 

Sony（日） 
• Open MG X 
• MagicGate 

Open MG Xは、(1)様々な流通経路への対応、(2)音楽・映像など多様
なデジタルコンテンツへの対応、(3)PC以外の、AV機器、携帯機器、
ゲーム機などへの対応、といった条件を満たす。 



 20

 サービス提供者は直接消費者を顧客とするため、ブランドやコンテンツ調達力が重要な

成功要因となる。このため、既存のテレビ局を親会社に持つトレソーラやポータルサイト

として確固たる地位を確立しているヤフーのように、消費者に名の知れた既存の企業（あ

るいはその関連企業）がコンテンツ配信を行なうのが有利であると考えることができる。

これに対して技術提供企業のサービスは直接消費者の目に触れることはないため、優れた

技術さえあればベンチャー企業にも参入の余地が大きい。しかも、コンテンツ配信技術は

世界共通であり、有力な技術を持つ企業は市場を支配することも不可能ではない。この分

野でも有力なのは高い技術力を持った akamai など米国企業が中心だが、日本企業が米国企

業の技術を導入してコンテンツ配信のサービス事業者にサーバーを提供するなどの形態で

事業を展開することも考えられる。 

 

３．２．企業の事業構造の変化 

 

 アナログ・メディア産業の産業組織はネットワークごとの垂直統合型であり、それに対

してデジタル・メディア産業では機能ごとに水平分離された産業組織が中心になることは、

すでに説明したとおりである。しかし、個々の企業の戦略としては、たとえば規模の経済

性を追求するためにひとつの機能に特化して市場シェアの拡大を目指す戦略もあれば、顧

客に対する差別化のためにすべての機能を自社で行なって統合的なサービスを提供すると

いう戦略も考えられる。それはあくまで個々の企業の戦略的判断に基づくものであって、

産業組織や制度が水平に分離されるからといって、競争上の問題がない限りは既存の垂直

統合型企業の事業が強制的に分離されることはない。ここでは、コスト構造や収入構造、

差別化などの要因を分析することで、企業の戦略としてデジタル・メディア産業において

どのような事業構造を選択することが望ましいのか検討する。 

 考えられる事業の組み合わせは、理論的には、図表 14 にあるように、10 通り存在する。

図表９に示されているとおり、ファシリティ・プロバイダ（FP）とコンテンツ・プロバイ

ダ（CP）の間には直接的な財の取引がないために、この２事業だけを単独企業で行なうこ

との意味はない。４つの事業要素のすべての組み合わせの中から意味のない組み合わせを

図表 14 デジタル・メディア産業における企業類型 
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のぞくと、10通りになる。 

 この 10通りの組み合わせについて、そのコスト構造や差別化要因を比較したのが図表 15
である。図表 15では、コスト構造や差別化といった要因によって、今後のわが国のデジタ
ル・コンテンツ産業において今後発展すると考えられる企業類型とそうでない類型とを区

別しておいた。このうち主要な類型について解説する。 
 
コンテンツ：制作のニッチ化と配信の寡占化 
 まず、コンテンツ・プロバイダとして特化するのが CP単独の企業である。メディア産業
ではコンテンツがもっとも大きな差別化要因となるため、ターゲットをしぼったニッチな

コンテンツであれば、みずから他の機能を持たなくても十分に収益を上げることが可能で

あると考えられる。ただし、現在のテレビ放送など大衆を対象としたアナログ・コンテン

ツは制作費がかさみ、しかも消費者に対するブランドでも差別化できるために、デジタル・

メディア産業においても、みずからコンテンツ・プロバイダとしてアナログ・コンテンツ

のマルチユースを図ると同時に、コンテンツ・ディストリビュータの機能も兼務すること

図表 15 企業類型の比較 

企業類型 収入・コスト構造 差別化・付加価値 その他 
FP 巨額な初期投資が必要で、

規模の経済性が働きやす
く、自然独占になりやすい。

物理的ネットワークだけで
は差別化困難なため、他事
業展開の誘引が大きい。 

垂直統合の誘引が強いが、
競争上の問題あり。 

SP 競争激化で利益が薄く、顧
客管理システム等で規模の
経済性働きやすく、巨大化。

接続サービスだけでは差別
化困難。ブランドが重要。

高付加価値化のために CD
など他の事業との統合の誘
引が強い。 

CD CPから手数料を得る。サー
バー管理などは規模の経済
性が働きやすい。 

コンテンツ調達力さえあれ
ば差別化可能。技術力で差
別化も可。 

現在は著作権管理と配信は
別サービス。長期的には統
合し、寡占化。 

CP ニッチ分野では専門企業が
中心。 

コンテンツそのものが差別
化要因になる。 

マスコンテンツとニッチコ
ンテンツで二極化。 

FP+SP コスト構造は類似のためFP
による SPの統合は自然。 

SP、FP単独よりも差別化は
容易。 

FPとしての優越的地位の濫
用は競争上問題。子会社な
どでの展開。 

CP+CD 特定の CP 専用の囲い込み
型 CD であれば規模の経済
性が生かしにくい。 

地上波TV局のようにCPの
ブランドが強ければ CD と
しては差別化可能。 

アナログ・メディアの企業
がコンテンツをマルチユー
スする場合。 

SP+CD サーバー管理などコスト構
造は類似。消費者への課金
等で規模の経済性が働く。

CDの機能、コンテンツ調達
力で差別化可能。 

現在の SP にとって合理的
な事業展開。 

FP+SP+CD FP,SPとCDでは収入構造が
違うが、コスト構造は類似。

FPのインフラと CDの技術
は親和性が高く、技術力に
よる差別化はしやすい。 

巨大な FP 企業の事業展開
として考えられるが、競争
上の問題あり。 

SP+CD+CP 規模の経済性が働きやすい
SP,CDとCPではコスト構造
が異なる。 

強力なコンテンツ持ってい
れば、差別化は可能。 

SP+CDが事業の中心で、CP
はあくまで二次的なもの。

FP+SP+CD+
CP 

FP,SP,CD と CP のコスト構
造が異なるため、統合のイ
ンセンティブは小。 

差別化、顧客の囲い込みに
は有利。 

実現できるのは強力なブラ
ンドと資金力を持つ一部の
企業だけ。 

（網掛けはこれから発達すると考えられるもの） 



 22

が考えられる。これが、CP+CDのパターンである。このパターンは、有力なアナログ・メ
ディア企業がコンテンツをデジタル化し、そのコンテンツを囲い込むために専用のコンテ

ンツ・ディストリビュータを兼務するという場合にはあり得るが、特定のコンテンツに専

用のものであれば、コンテンツ・ディストリビュータとしての規模の経済性を生かすこと

ができない。そのため、CP+CDの事業パターンはデジタル・メディア産業では主流にはな
らないだろう。 
 既存のアナログ・コンテンツのプロバイダのように強力なブランドを持つ企業であれば、

そのコンテンツをデジタル化するだけである程度の収入を見込むことができるために、み

ずからコンテンツ・ディストリビュータを兼務しても、コンテンツ配信に必要なコストを

回収することはできるだろう。しかし、コンテンツ・ディストリビュータの業務は、なる

べく多くのコンテンツを集めれば集めるほど、単位あたりのコストを削減することができ

る。したがって、デジタル・メディア産業では、オープンな CD 単独の事業が優位を占め
ると考えられる。 
 現在は、著作権管理とコンテンツ配信は、収益構造やコスト構造は類似しているにもか

かわらず、ともに標準化された仕組みや技術が存在していないために、別企業が行なって

いる場合が多い。しかし、技術や仕組みの標準化が進めば、コンテンツ・ディストリビュ

ータに特化した企業が著作権処理とネットワーク配信を行い、デジタル・メディア産業の

中で重要な位置を占めることになる可能性は大きい。また、収入・コスト構造や差別化要

因を考えると、コンテンツ・ディストリビュータは少数の事業者にシェアが集中する可能

性が高い。そのため、いまだ本格的にコンテンツ配信の市場が立ち上がっていない現状で

は今後 CD の事業が拡大して多数の企業の参入があるだろうが、長期的にはコンテンツ・
ディストリビュータとして特化した少数の専門企業と、以下に述べるようにサービス・プ

ロバイダとコンテンツ・ディストリビュータを兼務した SP+CDのタイプの企業が市場の中
心になると考えられる。 
 
インフラとサービス：統合と分離のバランス 
 つぎに FP+SPの事業体だが、ファシリティ・プロバイダもサービス・プロバイダも、程
度の差こそあれ施設の規模の経済性が働きやすいというコスト構造は類似している。また、

差別化の観点からみても、ネットワークのインフラを単独で運営する場合よりも、ネット

ワークのインフラとサービスを組み合わせた商品を顧客に提供することで差別化が容易に

なるため、資金力のあるファシリティ・プロバイダがサービス・プロバイダを兼務すると

いう下方統合のインセンティブが強い。ただし、ネットワークのインフラを所有するファ

シリティ・プロバイダがその優越的地位を利用して排他的な SP事業を行なうならば、それ
は SP事業への新規参入を阻害することになり、競争の観点からは問題が大きい。したがっ
て、ファシリティ・プロバイダがサービス・プロバイダを兼務する場合は、たとえばサー

ビス・プロバイダの部分は子会社を通じてサービスを提供するなど、FP事業と SP事業を
分離し、ファシリティを他のサービス・プロバイダにも透明な条件で公開するといった条
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件を付けることが必要であろう。 
 ネットワークのファシリティについては、主要なインフラである電話回線を保有してい

るＮＴＴだけでなく、アッカやイーアクセスといったＡＤＳＬ事業者も FP単独の事業を行
なっている。これらの企業は、回線そのものはＮＴＴのものを借りているが、ＮＴＴの局

舎にＡＤＳＬ設備を置いて、複数のＩＳＰに回線を提供している。メールサーバーなどＩ

ＳＰに必要な設備を持たず、代わりに複数のＩＳＰに回線を提供することでＡＤＳＬ設備

に対する投資を回収しており、ＡＤＳＬの急速な普及とともに注目されているが、技術進

歩に対する対応や必要資金の調達といった問題があり、事業モデルとしては決して安定し

ているとはいえない。 
 SP+CDの類型については、単独事業だけでは差別化が困難なサービス・プロバイダの自
然な事業展開として考えることができる。ネットワークの使用パターンが多様な法人を顧

客とした事業であれば、たとえば移動体通信のＭＶＮＯのようにサービス・プロバイダと

しての機能だけで差別化を行なうことも可能だが、消費者を対象としたビジネスでは SP事
業だけで差別化するのは困難である。実際に、この節の最後で詳しく検討するように、現

在のＩＳＰ事業は価格競争が激しくなって利益を上げるのが難しくなっており、各社は差

別化のための事業展開を図っている。その中で、コスト構造から考えてもっとも合理的な

のは、サービス・プロバイダとしての事業にコンテンツ・ディストリビュータとしての事

業を追加することである。サービス・プロバイダもコンテンツ・ディストリビュータもサ

ーバー管理が重要な業務になるが、顧客が多いほど効率的な管理が可能になる。また、サ

ービス・プロバイダは顧客からもっとも近い距離にサーバーを持っているのであるから、

データ量の多いコンテンツ配信の際にも各種の技術を利用して顧客に安定した配信を行な

うことができる。さらに、ネットワーク利用料にコンテンツ利用料を上乗せして顧客に料

金を請求することも容易に可能で、収入構造からみても SP事業と CD事業を兼務すること
のメリットは大きい。コンテンツ・プロバイダからみても、サービス・プロバイダの会員

に対してコンテンツのマーケティングを行なうことが可能であるし、料金の徴収も容易で

あるために、サービス・プロバイダを兼務したコンテンツ・ディストリビュータをコンテ

ンツの販売チャネルとして活用しようという強いインセンティブが働く。したがって、会

員を多く抱える有力なサービス・プロバイダは、今後、著作権管理、コンテンツ配信とい

ったコンテンツ・ディストリビュータとしても事業展開を図ることになるだろう。 
 このように、インフラとサービスについては、企業の行動から考えれば統合のインセン

ティブが働くが、競争緩和の視点からは事業の分離が望ましい。したがって、企業の事業

展開としては、統合と分離のバランスをとりながら、それぞれの機能を社内で排他的に利

用するのではなく、他の企業にもオープンなかたちで一種のプラットフォームとして展開

していくことが主流になるであろう。 
 
排他的かつ完全統合型企業の可能性 
 最後に、FP+SP+CD という事業の組み合わせだが、これは、FP+SP の延長であると考
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えることができる。つまり、有力なファシリティ・プロバイダにとって、新しい事業の展

開を図るとすれば、サービス・プロバイダの次にコンテンツ・ディストリビュータとして

の事業へと進出するのが自然であろう。SPと CDの組み合わせがコスト構造や収入構造の
点から優位性を持っていることは上述したとおりだが、コンテンツ配信の技術は物理的な

ネットワークの状態にも大きく依存するから、FPと CDを兼務することにも意味がある。 
 ＮＴＴグループは、ＮＴＴ東西というネットワーク管理会社の他に、ＮＴＴコミュニケ

ーションズのＯＣＮやＮＴＴ東日本の関連会社ぷららネットワークスなどを通じてサービ

ス・プロバイダとしての事業を行なっているし、ＮＴＴブロードバンド・イニシアティブ

を通じて CD 事業にも進出しているが、これは企業グループの行動としては合理的な事業
展開であると言える。また、2002年 7月には、東京電力系の通信会社ＴＴＮｅｔとパワー
ドコムと、ＩＳＰ最大手のＩＩＪ（インターネット・イニシアティブ）とその関連会社ク

ロスウェーブ・コミュニケーションズとが経営統合を行なうことを発表した5。これは、光

ファイバーを持つファシリティ・プロバイダである東電系の通信会社と、有力なサービス・

プロバイダでありコンテンツ・ディストリビュータでもあるＩＩＪが統合することで

FP+SP+CDの事業を行ない、ＮＴＴグループに対抗しようという動きであると考えること
ができる。もちろん、FP+SPの場合と同じようにこの事業パターンも個々の事業の関係が
排他的になってしまうと競争上の問題があるため、FPと SP、CDの関係はあくまでオープ
ンなものにしなければならない。この点については、インターネットに接続可能なモバイ

ル通信であるＮＴＴドコモの「ｉモード」が成功しているのも、FPと SPと CDを兼務す
ることで強力な差別化が可能になったからであると言える。しかし、ｉモードにおけるFP、
SP、CD の組み合わせは排他的であるため、それぞれの事業をオープンにし、他のサービ
ス・プロバイダも参入できる方向で検討されている。 
 FP+SP+CDに CPを組み合わせた FP+SP+CD+CPという完全統合型の企業形態につい
ては、アナログ・メディア産業と異なり、デジタル・メディア産業では主流にはならない

と考えられる。というのは、規模の経済性が働きやすい FP、SP、CDの事業に対して、CP
は明らかにコスト構造が異なっており、両者を統合することに大きなメリットはないから

である。現実には、ＮＴＴグループはグループ内で goo などのポータル・サイトを運営し
ており、その意味ではコンテンツ・プロバイダも兼務していると言うことができるかもし

れない。しかし、ＮＴＴグループにとってコンテンツ制作事業が他の事業と同じくらい大

きな意味を持つことはないであろう。一方、ヤフーは逆に、ポータルサイトの運営という

コンテンツ・プロバイダから出発し、Yahoo!BBというＡＤＳＬ事業に乗り出し、アッカや
イーアクセスと同じように自らＮＴＴ局舎にＡＤＳＬ設備を設置するファシリティ・プロ

バイダとしての事業だけでなく、電子メールサービスなどを提供するサービス・プロバイ

ダも兼務している。さらには、会員向けに動画コンテンツなどを配信するポータルサイト

を作ってコンテンツ・ディストリビュータとしての事業も行なっており、FP+SP+CD+CP

                                                   
5 詳細については日本経済新聞 2002年 7月 18日記事などを参照のこと 
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の機能を会員にフルセットで提供しているということができるだろう。このような排他的

かつ完全統合型の事業は、顧客に対して一貫したサービスを提供し、差別化を行なうため

には効果的である。また、事業を統合することで社内におけるコスト削減の余地が増え、

不採算事業のキャッシュフローを他の事業で補うこともできるために、低価格でサービス

を提供することも不可能ではない。しかし、このような事業展開が現実に可能なのは、わ

が国でもっともアクセスが多いポータルサイトを運営することで消費者に対するブランド

の認知度が高く、しかもソフトバンクグループの資金力を背景に持つヤフーだからこその

ことで、その他の企業にとっては、巨額の投資が必要なネットワーク・インフラを自社で

囲い込み、その他の事業に対する収入で回収しようとするのは不可能だと言わざるを得な

い。また、このような排他的かつ統合型企業が水平分離型の企業と競争している場合は問

題ないとしても、統合型企業の市場シェアが高くなれば、消費者の選択肢が減少すること

になり、競争促進の観点からも問題が生じると考えられる。 
 

ＩＳＰ事業の現状と展望 

 デジタル・メディア産業における事業形態に関して、今後有力になると考えられる形態

について上述したが、ここで、現実のＩＳＰ（インターネット・サービス・プロバイダ）

の事業構造を分析してみたい。 

 図表 16 は、加入者数上位 100 社のＩＳＰの全加入者数に対する、上位 10 社の加入者数

の比率の推移を示している6。上位企業のシェアは、1996 年から 2000 年までは一貫して減

少している。サービス・プロバイダの事業は、インフラに対する莫大な投資が必要なファ

シリティ・プロバイダに比べれば初期投資額が少ないために、資金的に余裕のない企業で

も比較的容易に参入することができる。また、ＣＡＴＶ局や電力会社のように、電話線と

は異なるネットワーク・インフラを持つ企業が、技術革新によってインターネット関連の

SP 事業に参入できるようになったために、FP+SPの事業構造を持つ企業も増えており、そ

                                                   

6 この比率を厳密に定義すれば、 ∑∑
==
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1
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i
it SS （ itS は t時点における会員数で降順に整列した上位ｉ

番目の企業の会員数）となる。ＩＳＰは数多く存在し、すべての企業の会員数を把握することは難しい

ため、市場全体における上位企業のシェアを示す累積集中度を正確に計算することは困難だが、考え方

としてはこの比率は累積集中度に近いものであると言うことができる。なお、会員数上位 100社のＩＳ
Ｐの特定およびその会員数については、財団法人ニューメディア開発協会の「インターネット人口調査」

の結果を利用している。この調査は個別ＩＳＰへのアンケートやヒアリングによってデータを収集した

ものであり、すべてのＩＳＰを網羅しているものではないが、有力なＩＳＰのデータは含まれている。 

図表 16．ＩＳＰ業界における上位 10社の加入者シェアの推移 
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 出所：財団法人ニューメディア開発協会のデータより筆者作成 
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の意味でも SP事業へ参入する企業は多く、この期間における上位企業のシェア低下につな

がったと考えることができる。 

 一方で、図表 16 からは 2001 年以降は、それまでとは逆に、上位企業のシェアが上昇す

る傾向にあることがわかる。その理由としては、第一に上位企業が下位の企業を合併する

ことで上位企業のシェア低下傾向に歯止めがかかったこと、第二に上位企業と下位企業の

間でサービス内容などに格差が生じるようになって相対的に上位企業の会員数が増加傾向

にあることが考えられる。このうち、合併について、2000 年以降ＩＳＰの提携や合併に関

する主なニュースをまとめたのが図表 17である。この中では、2001年 6月のソフトバンク

による東京めたりっく通信の買収、同年 9 月のソニーコミュニケーションネットワークに

よる Just Netの買収が、上位企業による下位企業の事例である。また、この表からは、企業

の買収や合併まではいかなくても、規模の追求によるコスト削減、提携によるオンライン・

ショッピングなど新事業の開発、ＩＰ電話などに関する提携による利用者サービスの向上

といった理由で、近年になってＩＳＰ同士の提携が進んでいることがわかる。2002年 11月

のＮＴＴコミュニケーションズなど３社のＩＰ電話に関する提携では、３社の会員相互の

通話を無料にすることも検討されており、利用者にとっては会員数の多いＩＳＰの会員で

あるほど無料で通話できる対象が増えることになる。この例からもわかるようにＩＳＰの

事業はネットワーク外部性が働きやすい面があるため、会員数の多い企業のほうが優位で

図表 17．ＩＳＰ同士の提携などに関する主なニュース 
年月 内容 

2000/4 米国の通信事業者プライマス・テレコミュニケーションズ・グループが日本の草分け的 ISP

のひとつであるベッコアメ・インターネットの株式の 37.3％を取得。  

2001/3 英国の通信会社ケーブル＆ワイヤレスが、日本の大手 ISP であるインターネット・イニシア

ティブ（IIJ）買収を検討するが、株主の反対にあい、その後断念。 

2001/6 DSL 接続会社東京めたりっく通信が Yahoo!BB を運営するソフトバンクグループに買収さ

れる。その後、2002年 7月にめたりっく通信のDSL接続サービスはYahooBB!に統合され

た。 

2001/9 So-net を運営するソニーコミュニケーションネットワーク（SCN）が、JustNet を運営するジャ

ストシステムの子会社を買収。 

2001/12 hi-ho（松下電器）と DTI（三菱電機系）が、インフラ共有や CDN の相互活用などで提携。

2001/12 ＳＣＮの親会社であるソニーがニフティ買収を検討しているとの報道 

（両社は事実を認めず、その後ソニーが断念したと報じられた） 

2002/3 hi-ho（松下電器産業）、DTI（三菱電機系）、SANNET（三洋電機ソフトウエア）、infoPepper

（東芝情報システム）の電機系 ISP がネット家電の開発などのために提携。 

2002/6 KDDI(DION)、日本テレコム(ODN)、NEC(BIGLOBE)、松下(hi-ho)がコンテンツサービス

やマーケティングサービスの共同展開、コミュニケーションサービスの普及促進などを目

的として「メガコンソーシアム」を設立。 

2002/11 無料ＩＳＰライブドアが民事再生法を申請し、オンザエッジに買収される 

2002/11 ＮＴＴコミュニケーションズ(OCN)、ＳＣＮ(So-net)、ニフティ(@Nifty)がＩＰ電話で共同実験な

どを行なうために連携。 

2002/11 BIGLOBE と hi-ho がニフティなど３社のＩＰ電話に関する共同実験に参加を表明。 

記事の出所：日本経済新聞社（日経テレコン 21） 
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あるということもできる。その意味でも、今後も買収や合併、提携といった業界の再編が

さらに進むと考えられる。 

 ＩＳＰの主なサービスであるインターネット接続サービスは価格競争が激しくなって差

別化が困難になっているため、大手ＩＳＰは、ショッピングモールの運営、コンテンツ・

プロバイダーとの提携による各種コンテンツの提供、世界各地のＩＳＰとの提携によるロ

ーミングサービスの提供、ソフト開発会社と提携したウィルスチェックサービスの提供な

ど、他業種の企業や外国のＩＳＰとの提携を盛んに行なうことによって会員に付加価値を

提供することで、新たな収益源を獲得しようとしている。しかし、新規事業への進出には

資金や技術力が必要であり、他企業との提携には会員数を多数抱えていることや強いブラ

ンドを持っていることが求められる。中小のＩＳＰにはそのような資金やブランドはない

ために、サービスの内容に関して上位ＩＳＰと下位ＩＳＰの格差が開いてきている。その

ことも、2001年以降上位ＩＳＰのシェアが上昇に転じている要因であると考えられる。 

 図表 15では、SP 単独の事業は今後は困難になり、FP+SP または SP+CD、FP+SP+CD と

いう事業の組み合わせが主流になるであろうという見通しを示した。上述したように、現

実にも上位ＩＳＰはコンテンツ配信などの付加価値サービスの提供をはじめており、下位

のＩＳＰは上位企業に買収されるか、撤退を余儀なくされているところも少なくない。SP

事業単独で生き残っていくためには、たとえば、他ＩＳＰへのインフラ提供や特定の地方

に閉じた地方密着型のサービスなど、ニッチな市場における差別化戦略が不可欠である。

@Niftyや BIGLOBEなどの大手ＩＳＰは、SP+CDの事業展開を行ない、無線を含めた複数

のファシリティに対応することで生き残っていくだろう。また、OCNや ODN、DION、CATV

会社、電力会社系ＩＳＰなどは、グループ内で FP+SPまたは FP+SP+CDの事業を展開して

いくことになると考えられる。 

 

４．含意と課題 
 

４．１．他産業への含意と課題 

 本稿の第２章第２節では、デジタル化、ＩＰ化、ブロードバンド化といった技術進歩が

メディア産業の構造に与える影響を整理するために、財のインタフェースと取引のインタ

フェースの変化に注目した。このうち、財のインタフェースについては、金融サービス業

のように情報財を商品とする産業の場合は、メディア産業と同じように技術進歩によって

標準化すると言えるが、自動車やコンピュータといった物財の場合にはメディア産業と同

じことは言えない。しかし、組み立て型製造業を中心とした物財を扱う産業の場合は、部

品を標準化して事後のコミュニケーションを極力少なくするという「モジュール化」とい

う概念をキーワードとして産業組織や企業の戦略を議論する方法が提唱されている。また、

取引のインタフェースについては、程度の差はあるものの、どの産業においても標準化が

進んでいると考えることができる。 

 このように、それぞれの産業における付加価値活動のインタフェースや、財そのものの
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インタフェース、取引情報のインタフェースなど、機能と機能の連鎖とインタフェースを

主要な分析フレームワークとして、デジタル化などの技術進歩が産業組織や企業の戦略に

与える影響を、産業横断的に分析することが可能になるかもしれない。 
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